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年の食料 農業 農村基本法の制定後 従来までの生産性重視の農業から環境重視の農業への移
行が進んできた さらに 近年は地域的な環境対応としての農業に加え 温暖化対策といった より広域的
な環境問題への対応が求められるようになった そうした中で 農政においても 日本では甜菜のような過
剰が生じてきている農産物を温暖化対策の一環としてのバイオ燃料の原料として用いようと検討している
こうした動向を踏まえて本研究では バイオ燃料の原料作物として甜菜を利用する場合の意義について検討
する 他方 甜菜の価格及び収穫量の変化とともに 日本における砂糖の消費減少の歴史的背景を明らかに
することで 砂糖の消費減退と甜菜の生産増加による余剰の発生という現状が示された その結果 甜菜の
バイオエタノ ル化は生産過剰基調が生じている甜菜の 新たな消費拡大に繋がる可能性があることが分
かった こうした 農業における環境政策の導入により生じるコスト的な課題に対してどのような支援策が
必要であるかを分析した また 年 月の バイオマス ニッポン総合戦略 において国産バイオエタ
ノ ル生産を国策として行うことが示されており 現在その技術は実証過程を通じて研究開発が進みつつあ
る 年 月には バイオマス活用推進基本法 が施行され バイオマスの開発はさらに拡大するであろ
う 加えて 現在稼働している工場の規模を基に 甜菜からバイオエタノ ル生産を行う生産コストを試算
した 結論的には 国産原料を用いたバイオエタノ ル生産には価格的な採算面での限界があることが分
かった これを補うために必要な支援策には 自動車燃料に対するエタノ ル混合率 の導入 直接
混合方式の利用 国内で不足するバイオエタノ ル輸入に対する関税を利用した価格補填などの対策が必要
であることを示唆した
甜菜 バイオエタノ ル 農業政策 環境政策
産方式の導入の促進に関する法律 が制定された さらに
年には 農地 水 環境保全向上対策 の導入により
日本の農業は規模拡大をめざした農業基本法に基づく政 地域的な環境配慮の動きが強まった
策的展開の過程で 農地の規模拡大や機械化 化学肥料の 他方で 地球環境問題の視点から農業に対する新たな役
増加 農薬 除草剤に依存した化学化農法のもと生産力を 割が求められた 従来の環境問題は 公害問題に典型的に
増大させてきた その一方で 河川への土砂及び肥料 農 みられるような地域が限定された 都市と農村 先進国と
薬 除草剤の流入 地下水への汚染等による農地 地域環 発展途上国の対立という型での現象形態であった しか
境における生態系の破壊の問題を引き起こしてきた こう し 年以降に より広域的な環境問題として温暖化
した農業における外部不経済発生の問題 を踏まえ 新た 酸性雨 海洋汚染というような 世界的な規模でのグロ
な農業の在り方が問われるようになった バルな環境問題として発現してきた
また 他方では海外からの安価な食料の輸入拡大と農作 こうしたグロ バルな環境問題である温暖化への対処と
物の輸入自由化 食の欧米化による消費減退等を通して して 排出を減らした低炭素社会の形成が必要とな
日本の農業は従来からの生産性重視の政策から生産調整政 る 低炭素社会形成への手法の一つとして カ ボン
策へと方向転換を余儀なくされたのである こうした動向 ニュ トラル に基づく 生物資源を用いた再生可能なグ
により 環境調和型農業 が登場した リ ンエネルギ として バイオエタノ ルが注目された
年には農業基本法が改正され 新たに食料 農業 のである カ ボンニュ トラル とは 植物を用いた燃
農村基本法において 食料の安定供給の確保 多面的機能 料は生育時に を吸収するため 燃焼させても大気中で
の発揮 農業の持続的発展 農村の振興 が明記されて の 収支はほぼゼロとなると言う考え方である
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出所 北海道てん菜協会 てん菜糖業年鑑 北海道てん菜協会
平成 年 より引用
ンに対し バイオエタノ ルの混合義務化したことに始ま る消費の減少に伴う生産調整が行われて 農家収入が減少
り 年に プロアルコ ル 政策にて利用が促進され し農業の経営面で問題となっている 甜菜の収益性が悪化
た さらに オイルショックによる石油価格高騰も背景に する中 新たな農業政策として経営所得安定対策等大綱が
ある オイルショックが起き 海外への燃料依存による危 公表され 畑作物の補償は品目横断的経営安定対策 以下
険性を脱するために エネルギ 自給を視野に入れた新た 品目横断対策 の対象となった また 他方では
なエネルギ 開発が行われたのである ウルグアイラウンド交渉以降 農業政策は価格支持政策の
他方 日本ではオイルショック以後 石油価格の上昇も 転換を余儀なくされ 国内農業への補助金は大幅に削減さ
抑えられたことにより エネルギ は再び石油消費へと向 れることとなった
かったが 北半球に位置する多くの先進国では環境問題や かかる過程で 農業保護政策が動揺してきているといえ
エネルギ 自給という観点から 生物資源燃料の開発が進 る さらに 甜菜は生産過剰基調から生産調整が行われ
められていた 日本では オイルショック時にバイオ燃料 作付制限が行われてきている このため 甜菜による収益
導入が一時検討されたが その後は再び石油に基盤を置い のさらなる減少が見られるようになり 砂糖以外の用途開
た省エネルギ 技術の開発に沿って進んでいる 日本で再 発が求められてきたが その点で甜菜を原料とした新たな
び関心を集めたのは 温暖化対策における国家の削減目標 バイオエタノ ル利用が浮上した
を定めた 年の に
おいてである 年には各省庁間の検討の後 農林水産
省より提示された バイオマス ニッポン総合戦略 で 戦前 甘味資源の確保と畑作輪作物として 且つ冷害に
余剰農産物や耕作放棄地を利用したバイオエタノ ル生産 強い作物として普及した甜菜であるが 戦後は穀物を中心
が計画された とした食糧増産計画が優先され 甜菜の生産支援法案は
現在 バイオエタノ ルは様 な地域で 多様な生産 年近く見送られていた もともと甜菜は 年の 業務用
開発が進んでいる さらに 年に米国のブッシュ大統 砂糖の統制 措置により作目の保護がなされていた しか
領がエネルギ 問題において 一般教書演説 で述べたバ し 戦後 年には統制も撤廃されて海外から安価な粗
イオエタノ ルの利用を拡大するという方針により 農業 糖が輸入されるようになる これに対し 甜菜の保護措置
政策の環境対応は温暖化対策という側面を強めることとな として 年の 甜菜振興臨時措置法 が施行され 最低
り その動きは今も継続している 年にオバマが提唱 生産者価格の開示がなされるようになり 甜菜生産振興
した グリ ンニュ ディ ル政策 のような側面を日本 カ年計画 甘味資源特別措置法 等によって甜菜生産拡
の農業においても取り組むべきである 大が奨励された このとき 安価な海外粗糖の輸入に関税
こうした動向を踏まえて 国産バイオエタノ ル開発に をかけ 輸入糖関税を国内糖生産への調整金として使用す
おいて 甜菜を原料とする事例を分析し その意義につい る 砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律 が 年
て述べていく に施行され 国内糖生産が拡大していった
しかし 消費者の健康志向や砂糖からコ ンスタ チと
いった異性化糖へと消費性向が変化し 加えて加糖調整品
の輸入増加などの影響で 砂糖の消費量が減少している
明治時代の初めに北海道の開拓が行われ 日本では稀有 図 は 総人口と国内における砂糖の年間の総消費量の
な大規模農業地帯として展開している北海道で 現在にお 推移を示したものである 図で分かるように 総人口は増
いても主要な畑作 品目の一つが甜菜である 明治より第 加しているが砂糖消費量は下落している 第二次世界大戦
二次世界大戦前までの北海道の主要畑作物は 麦類 馬鈴 期を別にして 人口の増加とともに伸びていた砂糖の消費
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量は 年をピ クに下落に転じたが これとは逆に の支出 において国内糖における調整金としての支出 借
国内甜菜糖の総生産量は上昇し続けている 入金利息等 では借入金利息 賠償償還及払戻金及び支払
また 表 では甜菜の経営耕地面積は減少したが 機械 い消費税の金額を示している 調整金の収入は 輸入糖
化技術体系の進展にて 紙製筒であるポット苗による反収 異性化糖 還付消費税等 を足した数値で そこから調
の増加 糖度の上昇により 総生産量自体が増加した さ 整金支出である 国内産糖への支出 借入金利息等 を引
らに 農家戸数の減少 経営耕地面積 生産量の増加か いた金額となる 調整金は交付金を足さなくても支出を上
ら 農家 戸当たりの経営耕地面積も拡大している 海外 回っていたが 年には 調整金支出 百万円 が
からの安価な輸入農産物に対し 農家は 戸当たりの経営 調整金収入 百万円 を上回る形となった 年
耕地面積の増加 反収の増加という形で対応を行ってき に施行された 砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律
た から 年で 収支は赤字へと転落して 交付金に支えられ
だが 年の交付金対象数量の規制から 甜菜収入は ることとなったのである その背景には砂糖消費の減少
減少していく 砂糖の消費量減少に伴う交付金対象数量に 甜菜生産量の増大のプロセスがあることを示している
よる作付制限の設定は 国内砂糖生産に対する収益性を悪 上昇していた最低生産者価格は 年の 円を
化させ その結果 甜菜生産が後退することとなった ピ クに下落し 年から甜菜の品質を定める糖分取引
前述のように国内産糖の価格に関しては 海外からの砂 の導入により 従来までの重量取引から甜菜自体の砂糖含
糖の輸入に対する関税から得られる調整金と 政府の交付 有率の基準値が付加された それは 平均糖度を定め糖度
金によって成り立っている 生産量の増加は財政負担を増 度基準で価格差がつくものである この結果 年
大させることとなり 年には支出が収入を上回り 財 には甜菜作付面積が減少しはじめ こうした動きに対し
政は圧迫されることとなった 表 は関税による調整金の 年の 砂糖価格安定などに関する法律及び農業産業振
収支と国からの補助金である交付金の推移 最低生産者価 興事業団法の一部を改正する法律 が施行され 糖安法
格を示すものである 表 の内訳は 調整金収入の項目で から 砂糖の価格調整に関する法律 いわゆる糖価調整法
輸入糖 異性化糖 は関税による調整金の収入を示して へと移行した また 収穫量の増大した 年には 調
おり 還付消費税等 に関しては 還付消費税及び資金運 整金支出 百万円 が調整金収入 百万円 に
用益等を指している 調整金支出に関しては 国内産糖へ 交付金 百万円 を足した値 百万円 よりも
上回ることとなった その結果 上限数量の規制が行われ
価格が下落した その後 価格補填として 年に品目横











格設定は 当年産価格 前年産価格 国内産糖価格の変




の生産条件不利補正交付金 の単価は 円 と
なっており 細かく分けると固定払い 以下 緑ゲタ
成績払い 以下 黄ゲタ と出来高である作物販売代金
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での 年中 年を最大 最小を除いた五年から平均をとっ
た値である





北海道甜菜作付農家に対し 一見平均的に配分されてる 対策後の粗収入を比較するため 各年毎の甜菜の作付面
ように見える甜菜の生産条件不利交付金だが 内実を見る 積 生産量 平均糖度 粗収入を調査した 小清水町を事
と市町村別で違いがあり 土地に対する補助金である緑ゲ 例としたのは畑作主産地であると同時に 面積単価も高
タの平均単価である 円 を超えた市町村は 自治 く 品目横断対策下での交付金は平均よりも高い地域で
体で それ以外の の市町村は平均以下の価格である 図 で見た場合に緑ゲタの平均 実際の収穫量平均を上回
また 作付量の多い士幌町のように期間中の天候不順によ る地域であるからである なお 農家調査の際には畑地面
り収益が低いため 平均単価より低い地域がある 積と収量 糖分比率から得られる粗収入のみを用いてい
図 は 緑ゲタの価格形成のため 市町村別反収平均を る 理由は 純収入と比較した場合 どうしても労働費や
年から 年までの 年間での最大収穫量と 最小 設備費等といったコスト面での差が生じるからである
収穫量を除いた 年間での収穫量平均値と 国の定める市 この農家も緑ゲタ対象期間中の収穫量も高く ゲタ の
町村別の面積単価とをクロスさせたものである 縦軸は 実績においても実質的な生産面積よりも高い値を示してい
年中 年の平均収量の量を示し 横軸は面積単価を示すも るが 年の 当たりの粗収入は下落している
のである また グラフ内の線であるが 横線は国の提示 年の粗収入を 甜菜の加工や制度の問題によって生じる手
する 当たりの平均収量である を示し 縦線は平 数料 利子等を除いた数値でみると 合計約 円
均の面積単価である 円を示している となる 農家は小清水町における平均産出額を上回る生
図 において 平均収量を上回りながら単価の低い市町 産性の高い農家だが 交付金が決まる前で生産量の近い
村や 平均収量を下回りながら面積単価の高い市町村があ 年と比較しても分かるように 甜菜価格は下落を続け
る 大概の市町村は平均値と面積単価にずれはないが 明 ている 年の 農家における従来で言うところの最
らかに平均単価を下回ることに問題がある地域があり 価 低生産者価格は 粗収入より生産量を割った値が約
格が下回る地域に対する対応が課題となっている 円 となる これは前述した国の示した価格である
従来までの甜菜における最低生産者価格より 約 円 円 よりも約 円低下している それ以外の要因に
下がっていると前述したが その理由は 緑ゲタである平 最低生産者価格での販売以外の要素である 交付金の制限
均価格 円と 黄ゲタ標準価格である 当たり 措置に基づく低下もある 実際に 農家の 年にお
円を足した生産条件不利補正交付金である 円に 品 ける甜菜の 当たりの販売価格は 約 円 であ
代である 当たり約 円に 当たりの単価を求めて り約 円減少している これが 最初に述べた約 円減
計算した場合 当たりの価格は約 円となり 表 少しているという理由である
にある 年と比較しても上昇する計算になる しかし 生産性の高い農家でも収入は減少しており 過去の実績
農家調査を行った実態からは品目横断対策への転換によっ が振るわずに交付金が少ない農家のところはこれよりも大
て収入が下がったことが分かった 年 月に 網走支 きな減少を見せている 甜菜の収益は地域によっても 全
庁管内小清水町で農家調査を行ったので それについて述 体でも大幅な価格低下が見られる
べる この結果より 品目横断対策後に甜菜の最低生産者価格
小清水の 農家は経営主 妻 長男の 人家族構成で はさらなる下落が続いていることが明らかといえる しか
一部野菜作りを行っているが 甜菜 澱粉原料用馬鈴薯 し 北海道畑作における輪作体系の一つである甜菜の生産
小麦という畑作農家である 基本的な労働力は 人が主体 を減らすことは容易ではない 理由としては 輪作体系を
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鈴薯 豆の輪作が行われているが 生産過剰を調整するた 畜飼料の生産基盤を潰滅させたとも言える 主要穀物の生
めに 作付指標で制限されており 新たな輪作体系を満た 産と需要を満たす供給量の確保は重要だが 天候や土地条
す作物の生産は必要といえるが 需要を確保し 大規模化 件により 生産量が毎年変化する農作物はしばしば生産過
の条件を満たす作物に転換することは難しい 少なくと 剰という問題も引きおこす 供給を満たす段階で農作物の
も 甜菜の生産は継続され 新たな需要先の開発が必要と 生産量を固定することがどの国においても課題となってい
なっているのは確かである るのは事実である こうした生産農作物過剰に対する問題
かかる現状の下 農業に対する新たな評価が求められて はどの国においても課題である そのため 日本において
いくのだが 現状では政府の国内農業に対する今後の施策 は主要農作物である米が主要バイオエタノ ル原料の候補
を見る限りにおいて 大規模化や戸別農家の集団による法 としてあげられている 同時に 日本での食料生産基地
人化を通したコスト削減をすることでの農業の低コスト化 とされる北海道においては 畑作物の過剰生産の解決とし
のみを視野におき それを基にした補助金の削減を展開し て 甜菜 規格外小麦がバイオエタノ ル原料として利用
ようとしているといえよう こうした現行の農業政策では されることとなった
農業に対する新たな役割への支援が行えないといえる 点目は 年の穀物価格の高騰である 穀物価格は
このため 農政に対する環境政策の側面に対する支援 現在 ある程度安定してきているが 価格高騰以前の水準
農政のグリ ン化 が必要となる グリ ン化 とは までは下がっていない こうした飼料用穀物の高値基調
環境負荷を低減させる製品の購入に際して 割引という形 は 日本の畜産業に多大な影響を与えている トウモロコ
での購入支援に当たる政策であり これを農業政策として シ価格の上昇は国産飼料の価値を再び高める結果となり
展開することが必要となる 農作物の環境利用という点 米や規格外小麦のバイオエタノ ル化の検討は畜産飼料と





イオエタノ ル化のコストを明確にすることで農政に対す 次に 甜菜のバイオエタノ ル化におけるコストの試算





バイオエタノ ルの開発において 甜菜に視点をおいた の分析が適している ただし 朝野のコスト試算は直接的
理由は 点ある 点目は 世界におけるバイオエタノ なコストの分析で終始し 副産物の利益を考慮した検討を
ル生産の動向による バイオエタノ ルの原料として 現 行っていない 本論文は甜菜を原料とした場合の副産物利
在 最も多く利用されているのはトウモロコシで次にサト 益を計上してバイオエタノ ルの価格を推計し エタ
ウキビが続く 突出して高いのがトウモロコシとサトウキ ノ ル混合率 化の販売価格を試算する
ビだが トウモロコシを原料としている国は 米国と中国 なお 本論文ではバイオエタノ ル生産の価格を試算する
であり サトウキビを原料としている国はブラジル オ が使用方法は エタノ ル混合率 や
ストラリア インド タイなどの諸国 である しかし 化ではなく直接混合方式で試算している 理由は バイオ
トウモロコシは 当たりのエタノ ル収量は高いが 耕 エタノ ル で走行可能な自動車は国内にはほとんど
地面積から換算すれば サトウキビのエタノ ル収量に比 存在しないと言うことが挙げられる 次に である
べると格段に低い 単位耕地面積当たりのエタノ ル収 が 現在 日本では 化したバイオエタノ ルを生
量を見れば サトウキビ 甜菜 馬鈴薯 トウモロコシの 産 販売している しかし これは政府の定める エ
順であるため バイオエタノ ルの生産増大が進んでいる タノ ル混合率 という目標において 現在の技術に
現状では 気候条件の差異があるにせよ サトウキビ 甜 おいて 化出来ないためである 最終的には直接混
菜や馬鈴薯などの作付が拡大していることが考えられる 合に移行することになるという理由から 本論文では直接
しかしながら 各国で原料として使われる作物は 必ずし 混合での価格を試算した
もこうした作物等に限らない これは 各国における気候 朝野のコスト分析は 原料代 設備費 人件費 運転費
風土に適合した作物であるということの他に 主要作物過 保守費の つの費用項目に分けて計算している 甜菜をバ
剰問題の解消策としての意味合いを含んでいるといえよ イオエタノ ル化した場合のコストはいかなる水準である
う かを 実際に稼働している国内バイオエタノ ル生産工場
実際に 米国におけるトウモロコシ生産量を増加させた に 筆者が 年 月に聞取調査を行い その資料を基に
緑の革命 は トウモロコシの過剰生産を招き その 過 分析した 試算分析に用いた概要は図 に示した 同工場
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バイオエタノ ル価格構成の一試論 バイオエタノ ル
生産 工場を事例として






る市場隔離数量価格である 円 と 販売代金である






た このため 設備費は耐用年数 年を基準に定率法を用 の価格は 市場隔離玉代を用いた場合は 円 品代
いて減価償却費を算出した なお 定率法の計算式は を用いた場合は 円 となる
これとガソリンを混合した価格を求めるのだが ガソリ
取得価額 償却累計額 償却率 ン価格に関しては毎日変動するので 年 月のガソリ
ン先物取引価格から約 円をガソリン価格としガソリ
を用いて試算している ン税を加味した 円にエタノ ル価格を合算した場合
人件費の計算は朝野の試算を用いているが 人件費単価 の価格を基に算出することにした その結果 ガソリン
は 年の厚生省 にある年間平均所得中央値より の価格は市場隔離玉代の甜菜を用いた場合は 円
万円に設定している 品代を用いた場合は 円 となる
人件費に関しては バイオエタノ ルはガソリンではないのでガソリン税は
賦課されないが 混合ガソリンにした場合には ガソリ
ン税が賦課される だが 年 月に施行された バイ
オエタノ ル混合ガソリンに係わる特例 により 二重課
の公式を参照している は人員数 は人件費である 税分は割り引かれる形となっているため ガソリン税分は
人員数と年間平均所得中央値の積に諸経費として を 免除されている ただし 二重課税を行った後に割り引か
かけた値を用いた れる形となっている
運転費に関しては 硫酸等ケミカルス費 発酵副原料 結論としては 余剰分の市場隔離数量の甜菜を原料とし
費 蒸気 電気費等からなる これは朝野の用いている山 たバイオエタノ ルを混合する場合はガソリン価格が低下
田富明らの既存研究を同様に用いて 生産費用として換算 するが 品代の甜菜を利用した価格の混合ガソリンではガ
し バイオエタノ ル あたり 円 としている な ソリン価格が上昇する結果となる 工場の生産コスト自体
お 保守費は建設設備費の としている にも課題があるが 寧ろ原料代の高さが問題となる 設備
こうして算出した生産コストに 副産物である 費は定率法を用いているため 年数が経ることで減少する
の利益を引いた差額をコストとした 甜菜の加工において が 原料価格は減少しないため 価格の課題は未だ残され
も 副産物である糖液 が発生する は家畜用 ている ただし 原料代の削減は農家の収益の負担として
飼料だが こちらは魚用飼料として使用されている 聞き 重くのし掛かることになる
取り調査の結果 原料 から 以下しか取れないとの話 ここで 海外との比較の一例を図 に示す この海外の
なので を生産量として算出した この飼料は デ タは加藤信夫 によるものだが 基準となる年が
よりも高い 円 で取引されるので そこから 円引 年のデ タであり 食料価格高騰が起きる前の数値であ
いた 円 を価格として設定した る 工場に関しても同規模の工場だけが存在するわけでは
ないため 規模によっては生産コストにズレが生じるケ
スも予測される また キャピタルコストを省略しており
結果は図 の通りであり 原料代と生産コストは図のよ 実勢価格は多少上昇する このため あくまで参考事例程
うになる 施設設備費 人件費 運転費 保守費に関して 度にとどめて 図 にその数値を示す
は 工場概要に基づく施設費と製造数量 人件費から試 国内産と海外産は農産物や原料と同じように海外製品が
算した これをガソリンと混合して使用する前に 図 の より安価となる 図 で比較すれば 市場隔離数量玉代で
価格より魚系 の販売価格である 円 を引き あっても ブラジル産のバイオエタノ ルとの価格差は
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注 品目横断対策とは 年より実施されている政策で 国
から農家に対して直接支払われる交付金のことである 国
の定めた甜菜の生産条件不利補正交付金は 円
となっている ただし 国の示す平均反収 と平均
糖度 を満たす必要がある
その内訳は緑ゲタと黄ゲタに分けられており 緑ゲタが
円 黄ゲタが 円 となっている 黄ゲタ
は平均反収 より計算する
注 緑ゲタの内実は 注 における生産条件不利補正交付金
の約 割の支給となり 平均価格は 円 である
計算方式は以下の通りで 緑ゲタ 各市町村における面積
当たりの単価 全国一律の数量当たり単価 約 円





る 算出方法は以下の通りで 黄ゲタ 正味重量 予想交
付比率 黄ゲタ標準単価 円 円 各農家か
ら搬入された甜菜の平均糖度 とな





し それぞれ 品代 委託加工玉代 市場隔離玉代の つ
に分けられる 算出方法は以下の通りである
品代 前年産甜菜白糖理論市価 円 分配比率
各農家における平均糖度 歩留まり
消費税 変動率 となる 各農家における
平均糖度は各農家によって異なるが 国の示す平均糖度
を用いて計算した場合 約 円 となる ま
た 委託加工玉代は約 円 市場隔離玉代は約
円 で取り扱われる なお 委託加工玉代や市場隔離玉代
の価格は製糖業者 国 ホクレン等で取り決められている














言えば グリ ン化 にともなう国産バイオエタノ ルの らず環境重視の側面が重視され 地域的な環境対策として
導入は必要であるといえる 国内で開発されているバイオ の側面だけではなく広域的な環境問題への役割が期待され
エタノ ルの総量をみても 日本で消費されるガソリンの ていくものと考えられる 米国で行われているような グ
総量の には 現状では全く届かないレベルであり 海 リ ンニュ ディ ル政策 を日本の農政に対する環境政
外からの輸入に頼らざるをえない こうした海外バイオエ 策的支援として導入する 農政のグリ ン化 が今後の農
タノ ルに関税をかけて国内バイオエタノ ル開発にたい 業において 低炭素社会形成のために必要不可欠な課題と
する調整金にすることで 国産バイオエタノ ルの販売価 なるであろう
格を下げて使用することは可能となろう 今後は技術開発
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注 はエタノ ルとイソブチレンを原料として製造 奥 彬 バイオマス 誤解と希望 日本評論社
するものである 利点としてはガソリンと混合した際に水
分が混じっても分離しないという利点があり 既存のガソ 小泉達治 バイオ燃料と国際食糧需給 農林統計協会
リン施設で使用できるが イソブチレンの生産工場や
の製造工場が必要となり移動のコストが上がると 農林水産省 バイオマス ニッポン総合戦略
いう問題がある
注 とは 穀物のよう 北海道立総合経済研究所編 北海道農業発達史 上
な澱粉含有率の高い農作物を利用してバイオエタノ ルを 巻 中央公論事業出版
精製した際に出る残渣を指し 固形物を と呼び可溶 齋藤高宏 北海道の甜菜生産と糖業に関する 覚書
性の成分を乾燥処理して固形化させた物を と称し 上 農総研季報
ている これらは 齋藤高宏 北海道の甜菜生産と糖業に関する 覚書
未確認成長因子 を含む高栄養飼料として実績がある 下 農総研季報
注 ここでいう原料は製糖工場より糖度 まで高めた糖液 農林水産省 市町村別面積単価
を使用している なお 作られる魚系飼料は北海道バイオ
エタノ ルでは糖液 と呼ばれている










社団法人アルコ ル協会編 図解バイオエタノ ル価と費用負担に関する環境経済学的研究 北海道農業の公
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本論文は 年 月に北海道大学農学部で行われ
た 第 回北海道農業経済学会で報告した成果の一部で
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RARAGI UROTAKI
: By Food-Agriculture-Farm village Fundamental Law of , agriculture in Japan has
gradually shifted from productivity based to more environmentally conscious. Furthermore in recent
years, taking measures against global warming has been considered necessary in agriculture, adding
to regional environment problems. In this situation, the Japanese government is considering the use
of some surplus farm products such as sugar beet as bio fuel for anti-warming measures. In the
introduction of the environmental policy for the agriculture, I analyzed what kind of aid package is
needed inconsideration of the cost problem. First I conducted an investigation into the signiﬁcance of
sugar beet produced as bio-fuel, and secondly into the history of the sugar beet and the change of
price. Furthermore, I conducted an investigation into the change of the harvest of the sugar beet and
consumption of Japanese sugar. The results of my investigation showed that the decrease of sugar
consumption and the over-production of sugar beets have given rise to a surplus problem. The na-
tional policy of bio-ethanol development was shown in “Whole Strategy of Biomass in Japan” in
December, . The Biomass Use Promotion Fundamental Law was enforced in September, .
Researches and technical developments for practical use are being undertaken. I calculated the cost
based on the example of a factory which produces sugar beet, and calculated the cost of production of
bio-ethanol from sugar beet. As a result, I found that bio-ethanol production using domestic sugar
beet has a limit of price. An aid package is necessary to make up for this. The aid package includes
the introduction of E , a direct mixture method, and the price ﬁlling using duty.
: sugar beet, bio-ethanol, agro-politics, environmental policy
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